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研究成果の概要（和文）： オントロジー構築は、既存のデータから始める場合、一般性を見極めるオントロジ
ーの構築は困難である。そのため、オントロジーの元になるデータモデルを得る方法をまとめることとした。
 科学データのFAIR原則が、研究情報マネジメントにおけるデータ活用でも有効であることがわかった。この原
則の必要条件として、永続的識別子（PID）の付与とメタデータの充実化があげられる。
 また、既存の業務システムに保持されているデータから抽象度を高めたデータモデルを得るために必要なメタ
情報について研究し、テーブル定義・ER図・スタースキーマ・多次元モデルの4概念が必要十分であることを結
論した。

研究成果の概要（英文）： When ontology construction starts from existing data, it is difficult to 
construct an ontology that can identify generality. Therefore, we decided to summarize how to obtain
 the data model that is the basis of the ontology.
 We found that the FAIR principle for scientific data is also valid for data utilization in research
 information management. The necessary conditions for this principle are the assignment of 
persistent identifiers (PIDs) and the enhancement of metadata.
 We also studied the meta-information required to obtain a data model with a higher level of 
abstraction from data held in existing business systems, and concluded that the four concepts of 
table definitions, ER diagrams, star schemas, and multidimensional models are sufficient.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 評価や大学経営の観点から、大学における諸活動をデータにより捉えることは重要であり、実務上困難である
ことも知られていた。それはデータのボリュームではなく、バリエーションに多様性があることに起因する。し
かし、この困難を乗り越える方法についての具体的検討はなされてこなかった。本研究は成果として、大学情報
を把握する1番目の方法として、まず業務システムがもつデータのメタ情報について研究し、テーブル定義・ER
図・スタースキーマ・多次元モデルの４概念を管理することを提案している。データベースやデータウェアハウ
スの様々な技術の中から、この課題に重要な要素を実践的に研究したことが社会的意義を持つと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
多様化しグローバル化する我が国の大学は、高等教育や研究戦略における様々な面で他国の遅
れを取っている。例えば、大学における各種情報の提供や、その分析などによって大学経営をサ
ポートするインスティテューショナル・リサーチ(以下、IR)は、50年前の米国から端を発し、20
年ほど前からは欧州および東南アジアにおいて大学の重要なツールとなっているが、我が国に
おいては未だ定着していない。 
IRでは、国内外の他大学との比較が重要な分析要素の一つである。大学間比較には、データの
互換性や可搬性などが必要となる。米国では、日本の学校基本調査に当たる IPEDSと呼ばれる
大学調査が行われ、全て提出されたデータはオンラインで取得可能となっており、大学間の比較
が容易である[1]。IPEDSのようなナショナルデータベースが運用される一方で、欧州では別の
アプローチが進められている。 
欧州の多くの大学では、研究成果のデータ管理には、機関リポジトリまたは研究者総覧 DBを各
機関で運用し、Current European Research Information Format(CERIF)と呼ばれるデータ標
準を定義し、それに沿ってデータ交換を実現している[4][12]。これは、EUにおいては米国のよ
うにデータベースの一元化が事実上不可能であるから、これは現実的な解決策と言える。教育に
関しても、国レベルで大学情報の互換性が問題とされている[3][5]。 
日本においても、米国型の大学情報を一元化するデータベースを望む声もあるが[2]、互換性を
意識した大学情報の共有については 10 年以上前に指摘されており[11]、米国型のアプローチで
の実現は未だなされていない。 
一般に、オントロジーは「概念化の明示的な記述であり...(対象となる概念の)全体性、網羅性、
体系性、形式性、推論可能性、合意可能性を含んだ表現」が実現される手法として研究されてい
る[6][9]。もともと言語などの知識体系の形式的記述が目的であったが、データベース構築への
応用の観点から、組織や人間の活動などの様々な体系を記述することに活用されている。教育活
動への応用[7][8][10]も試みられているが、教育・研究・社会関連性など、その活動に複合的な様
相をもつ大学情報のオントロジーの構築と提案は、管見の限り未だ見られない。特に、日本の大
学においては、教育と研究を両輪として活動の軸に据えている大学が多い。日本の大学のオント
ロジーを構築するとき、研究大学と教育大学の役割分担を明確に分離している米国や欧州の大
学とは異なる立場からのアプローチが必要である 
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２．研究の目的 



日本の大学における教育・研究・社会関連活動の成果について、その知識を各方面と共有するこ
とを目的としたオントロジーの構築とその可視化を行う。一般にオンロジーは、概念とそれらの
関係性を明確化することにより、データ可搬性の高度化したデータベースの構築に活用するこ
とができる。日本の大学情報のオントロジーを明らかにすることで、国内外および国公私立を問
わず、大学情報の可読性とデータスキーム間の互換性の高度化、および国際的なデータ標準への
準拠が期待できる。また、海外の高等教育機関とのベンチマークの可能性を高めることが可能と
なる。本研究は、多様化・グローバル化する我が国の大学のあり方を探求するものである。 
 
３．研究の方法 
2017 年度 
この課題では、次の 3点について研究を行う。以下、情報の形態調査とは、メタ情報とそこに
現れる各属性の役割、他の情報との連携の仕組みについて調査することを言う。（a）欧州の教育
情報の形態調査:欧州 EUNIS（教育情報に関する協会）の会議に参加し、教育情報のマネジメン
トやデータ互換性などの調査を行う。 （b）国内の大学情報の形態調査:国内の大学情報の形態
調査を行う。特に学校基本調査、認証評価報告書、研究者総覧 DB などの情報の形態調査を行う。
（c）教育情 報のみのオントロジーの構築: 上述の国内調査を踏まえて、試験的に教育分野のオ
ントロジーを構築する。完成形への課題や改善点などを検討する。本年度 は、それぞれ以下の
ような実績を得た。 （a）今年度は欧州における教育情報及び研究情報のマネジメントに焦点を
当て、EUNIS（教育情報に関する協会）の会議への参加し、欧州における高等教育情報に 関する
標準化の取り組みについて調査した。また、euroCRIS（研究情報に関する協会）が主催する CERIF
（欧州研究情報データフォーマット）の研修会に参加 し、CERIF のオントロジーについて調査
した。（b）国内における高等教育機関別認証評価の基準の比較と、評価項目の対応の調査を行っ
た。（c）研究分野オントロ ジーは上述の CERIF を参考にし、情報教育分野オントロジーの枠組
みについて検討を行い構築に着手した。 成果は、東南アジアの IR協会（SEAAIR）の年会や、大
学情報・機関調査研究会の研究集会（MJIR）にて会議発表を行い、雑誌「情報の技術と科学」で
は招待論文 として、この研究の意義や期待される成果について報告した。 
 
2018 年度 
〔a.欧州研究情報の調査〕euroCRIS2018（欧州研究情報に関する国際会議）に参加し、欧州にお
ける動向を調査した。ここでわかったことは、科学データのオー プン化に向けて提唱されてい
る FAIR 原則（発見可能性、可達性、互換性、再利用性）が、研究情報にも有効であり、研究情
報マネジメントでもこの原則を重視すべきであるという認識が、欧米では一般的になりつつあ
ることである。FAIR 原則については、国内では特に科学データのオープン化の観点では知られ
ているが、 大学のマネジメントの観点では未だ必要性について議論されていない。この原則を
守るために必要なことは、全てのデータに永続的識別子（PID）とメタデータ の充実化である。
特にメタデータの充実には、情報のもとになる概念を定式化するオントロジーが有効である。 
〔b.および d.研究情報と社会活動情報のオントロジー構築と教育との併合〕教育・研究・社会
貢献活動を構築し併合することを想定して、人事や財務の概念も並行して構築する必要性が高
いことが明らかになってきた。これら 3つの概念を関連づけるものとして、明確になっているの
が人事と財務であるからである。この 二つの概念のオントロジー構築は、本研究課題の対象で
はないが、今後の課題である。 〔c.オントロジーマップ〕成果は教育情報学会の年会での課題
発表や MJIR2018 において報告した。さらに、台湾における大学 IR協会では招待公演にて日本の
IR に ついての課題の一つに、大学の各種役割についてオントロジーを活用して定式化し、デー
タベースなどに役立てる必要があることを議論した。また、プロトタイプを国 際会議 NPSE2019
にてポスター発表した。 
 
2019 年度 
令和元年度は、欧州における研究情報マネジメントの一環として提案されている CERIF を参考
に、研究代表者が属する大学の教育・研究活動を示すデータのオン トロジー構築に着手した。
実務データベースをもとにオントロジーを設計しようとしたが、大学既存のデータベースが持
つデータスキームやメタ情報が十分に管理されていなかったため、オントロジーの構築を進め
るとともに、データスキームやメタ情報の管理方法を検討した。 主要な各研究業績の概要につ
いては次の通り。まず、国際会議 SEAAIR2019 では、"About A Role on Information Management 
for Institutional Research"というタイトルで、機関情報のマネジメントに関する実践的研究
を報告した。本課題で対象とするオントロジーは、Institutional Research（IR）を進めていく
上で 重要な要素である。それは、IRに必要な情報を収集する仕組みの設計に不可欠だからであ
る。McLoughlin-Howard にみられるような IR サイクルを数回繰り返す と、情報収集のための課
題が見えてくる。しかし、これらの課題を解決する一般的な方法については、具体的な議論は少
ない。この会議論文では、情報学的な見地および組織論的な立場から、どのような情報統制の方
法が考えられるかを議論した。 次に、日本教育情報学会 35 回年会では、「大学経営の活用に向
けた大学情報の流通に関する課題」について、大学情報の流通を確立するための次のような提案
を 行った。IRへの活用の観点から，大学情報の流通に関する課題として、スキルを持つ人材や
大学情報の統括に関するポリシーの不在を指摘した。その解決策の一 例として、研究情報の公



開・管理で提案されている FAIR データ原則に基づくシステムのチェックリストやメタデータ記
録フォーマットを提案した。 
 
 
４．研究成果 
2017 年度は、欧州における教育情報及び研究情報のマネジメントに焦点を当て、欧州における
高等教育情報に関する標準化の取り組みについての調査、および CERIF（欧州研究情報データフ
ォーマット）のオントロジーについて現地調査した。また、2018 年に参加した国際会議では、
科学データのオープン化に向けて提唱されている FAIR 原則（発見可能性、可達性、互換性、再
利用性）の普及が欧州中心に進んでおり、研究情報マネジメントでもこの原則を重視すべきであ
るという認識が一般的になりつつあることが報告されていた。FAIR 原則を守るために必要な条
件として、全てのデータに対し永続的識別子（PID）の付与とメタデータの充実化を図る事があ
げられる。この２条件と FAIR 原則によって、互換性の薄いデータであっても、オントロジーさ
え確立しておけば、データ交換が容易になる。ここまでの調査と国内の大学のインタビュー調査
を踏まえて、最終年度に次のような結論を得た。実務データが存在しない場合と、実務データが
既存する場合とで構築の実現可能性が大きく異なることである。前者の場合は容易であるが、既
存のデータを調査することから始める後者の場合、一般性を見極める仕事であるオントロジー
の構築は困難を極める。そこで、複数の業務システムから IR 分析用データを抽出・変換する手
法について検討し、業務システムから IR分析用データに変換するために必要な条件「TESM 情報
の把握」をまとめた。TESM 情報に基づいて作られる IR 分析用データは、オントロジーで表現さ
れるデータモデルに近い抽象度を持っている。本研究で目指した、具体的な業務システムをもと
にオントロジーとそのマップを構築することは実現しなかったが、TESM に基づいた IR 分析用デ
ータを生成することで、データモデル・レベルの概念モデルを得ることに成功した。 
本研究課題の成果として提案するのは、大学情報の把握と管理を円滑にするためのメタ情報
（TESM）の取得とその管理である。TESM は次の 4つの概念から構成されるものである。 
1. テーブル定義（Table Definition） 
データベースに格納されるテーブルそのものの定義情報。属性（カラム）の意味や、1レ
コードがどのような情報を表しているかなどが記述されている。 

 
2. ER ダイアグラム（Entity-Relation Diagram） 
複数のテーブルからビューを構成するためのテーブル間の関係性を図示したもの。 

 



3. スタースキーマ（DWの構造・Star Schema） 

分析に必要な事実表（Fact Table）と次元表（Dimension Table）の概要を、元になる ER
図から導出して図示したもの。 

4. 多次元分析の定義（Multi-dimensional Analysis） 
いわゆるピボットテーブルやクロス集計であり、どの観点（2軸）でどのような集計（基
本統計量）をするかを記載したもの。 

 
以上 
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